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ルドナンス（2016 年 2 月 10 日のオルドナンス第 131 号）により，また，2018 年
に，このオルドナンスに必要な手直しを施すオルドナンスを追認する法律






















































































































































第 39 会議における部会資料 34（41 頁），第 65 回会議における中間試案のた
たき台（2）（部会資料 54〔3 頁〕），そして，中間試案第 11―2 において，それぞ
れ微妙に異なる部分はあるものの，提案①とほぼ同内容の提案がなされた。
しかし，結局，本論点は第 78 回会議の民法（債権関係）の改正に関する要綱














































































の集合について，1186 条 2 項・3項と 1189 条 2 項が設けられた。このうち， 
1186 条 2 項・3項は，契約の集合中の一方の契約の消滅により他方の契約が










































































（2）　改 正 草 案
このような議論状況の中で，本改正に至るまでに，主要な三つの改正草案
が現れた。すなわち，2005 年に P. Catala を中心とする委員会が民事責任法
および時効法を含む債務法時効法改正準備草案（以下，Catala 草案とする）28）を
公表したのに続いて，2008 年に，債務法の中でも契約法の部分について，
司法省が改正草案（以下，司法省草案とする）を作成し，さらに F. Terré を中心
とする委員会が改正準備草案 （以下， Terré 草案とする）29）を公表した30）。これら
はそれぞれ以下のような契約の集合に関する規律を含んでいる。
まず，Catala 草案には，第 3章第 3節第 7款の「相互依存関係にある契約































Catala 草案とほとんど同じ規定を置いている。まず，その 13 条に，契約が
相互依存関係にある場合についての Catala 草案 1172 条と同様の規定を置い
たうえで，Catala 草案 1172―3 条に対応する 100 条において，相互依存関係
にある一方の契約の無効による他方の契約の失効について規定している。続
く，101 条には Catala 草案 1131 条 1 項と全く同じ文言の契約の失効に関す
る規定が置かれている。また，153 条 2 項も契約の集合中の契約の解釈に関
する Catala 草案 1137 条 2 項と全く同じ文言の規定である。ただし，司法省





















る。また，契約の解釈については，改正法とほぼ同じ文言の規定が 137 条 2
項に置かれている。これは，「当事者の共通の意図に従えば，複数の契約が
取引全体に資するときは，これらの契約はその取引に従って解釈されなけれ
ばならない。」 と規定する。ここでは， 上記二草案とは異なり， 当事者の共通
の意図という要件が加えられていることに注意を要する。なお，この Terré
草案において，コーズ概念は完全に放棄されている。そして，これらの契約
の集合に関する規定とほぼ同じ規定が 2015 年 2 月 25 日に司法省が公表した
















































































































げられている（1104 条 1 項）42）。続いて，甲契約が失効するためには，乙契約
がすでに消滅していることが必要である。したがって，例えば，乙契約に債
務不履行があるだけでは足らず，これが解除されていることを要する。





























る。なお，失効に関する 1186 条と 1187 条は，民法典第 3章第 1小章第 2節


























































































































































その相手方の認識で足りることになる。そして， 1186 条 3 項が契約の失効の
相手方の主観的要件として，認識で足りるとしていることからも，本規定が
後者の考え方に親和的であることが分かる。
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